
8/27/2019

1

日本で就労する外国人146.0万人(前年127.8万人)
働いている数/働ける数/外国人総数

厚労省「外国人雇用状況」の届出状況（平成30 年 10 月末現在）
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在留資格別推移 総数146.0万人（前年比114.2%）
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技能実習職種別推移（２号移行者数）
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技能実習制度とは
技能等の移転を図り、その国の経済発展を担う人材育成を目的と
したもので、我が国の国際協力・国際貢献の重要な一翼を担う

非営利が原則

住居と通訳を保障
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新たな「技能実習法」（2017年11月施行）
適正な運営と実習生の保護
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縫製業から最賃違反一掃を
下請ガイドラインの改正 16/11
「繊維産業における外国人技能実習の
適正な実施等のための取組」を決定
繊維産業技能実習事業協議会
18/06/19

平成29不正事例・法務省

繊維業界における
下請取引実態調査
経産省 2017/3
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失踪者急増の
原因は
建設業と農業
パワハラ
暴力も
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新法施行後も続く不正

技能実習法(新法）施行後の課題 中部地域協議会への意見書から

○技能実習機構に強制捜査権がないこと
○不正による移籍時の生活保障の明文化
○母国語相談でのワンストップサービスとＳＮＳの活用
○労働・入管・機構の体制拡充
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外国人労働問題の本質は何か
「疑問だらけ」（18/12/26）の制度が
なぜこんな短期間に強行されたのか

①使い捨ての若い労働力確保
「日本人と同等」＝最賃適用
技能実習法はジャマ

②国際人材ビジネスの利益
実習生も留学生も「手数料」
さらに
「在留外国人、新たな投資テーマに 」
（日経2019/2/8）

※国が責任をもって受け入れるべき
監督強化（事後規制）では追い付かない
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アジアのみなさんと友達に
平和の架け橋に

図12


